
告 示

�愛媛県告示第２２４号
愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第８条第

１項の規定により、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４５条の２

第１項及び第３項から第５項までの規定による個人の県民税の申告

並びに同法第７２条の５５第１項及び第２項の規定による個人の事業税

の申告に関する期限（同条第１項に規定する年の中途において事業

を廃止した場合の期限を除く。）を令和３年４月１５日まで延長する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

今治市玉川、清水、富田、立花、日高、乃万、日吉、近見地域に係

る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定により、

次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・蒼社川地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

令和３年３月８日から４月２日まで

３ 縦覧場所

今治市役所本庁

�������
�愛媛県告示第２２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、今治市上浦町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第７項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

とおり土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・上浦地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

令和３年３月８日から４月２日まで

３ 縦覧場所

今治市役所上浦支所

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第２２７号
肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号）第１２

条第２項の規定により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２２８号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、令和２年度の補

助金から適用する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

令和９
年３月
２３日

愛媛県
第１２６２
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

粒状苦
土炭酸
石灰２
号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１０．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目２５番
２０号

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア 森林緊急造成 自然条件等の理由により更新が困難な森林

において、事業主体（次条に規定する事業主体をいう。以下

この号において同じ。）が協定（市町にあつては森林所有者

（森林法第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同

じ。）と、次条第２号イからオまでに掲げる事業主体にあつ

ては地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であ

つて、施業後おおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定めるも

のに限る 。）に基づいて行う人工造林等の

森林施業

イ 被害森林整備 気象災害等による被害森林であつて、自助

努力等によつては適切な整備が期待できないものにおいて、

協定（市町にあつては森林所有者と、森林所有者にあつては

地方公共団体と、次条第３号ウに掲げる事業主体にあつては

地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であつ

て、施業後おおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定めるもの

に限る。）に基づいて行う人工造林等の森林施業

ウ・エ 省略

� 共生環境整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第３のとおりとする。

ア 絆の森整備事業 身近な森林に対する市民の関心の高まり

及び森林に関する市民活動の広がりに対応するために行う次

に掲げる事業とする。

� 市民参加型森林整備 市民の参加による森林整備とし、

その区分等は、次のとおりとする。

ａ 省略

ｂ 市民主導タイプ 特定非営利活動法人等（森林法施行

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア 森林緊急造成 自然条件等の理由により更新が困難な森林

において、事業主体（次条に規定する事業主体をいう。以下

この号において同じ。）が協定（市町にあつては森林所有者

（森林法第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同

じ。）と、次条第２号イからオまでに掲げる事業主体にあつ

ては地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であ

つて、施業後おおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定めるも

のに限る。イにおいて同じ。）に基づいて行う人工造林等の

森林施業

イ 被害森林整備 気象災害等による被害森林であつて、自助

努力等によつては適切な整備が期待できないものにおいて、

協定

に基づいて行う人工造林等の森林施業

ウ・エ 省略

� 共生環境整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第３のとおりとする。

ア 絆の森整備事業 身近な森林に対する市民の関心の高まり

及び森林に関する市民活動の広がりに対応するために行う次

に掲げる事業とする。

� 市民参加型森林整備 市民の参加による森林整備とし、

その区分等は、次のとおりとする。

ａ 省略

ｂ 市民主導タイプ 特定非営利活動法人等（森林法施行

愛 媛 県 報令和３年３月５日 第１８６号
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令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる者を

いう。以下同じ。）が森林所有者から受託して森林経営

計画を作成し、又は特定非営利活動法人等が森林所有者

等（森林法第１０条の７に規定する森林所有者等をいう。

以下同じ。）と同法第１０条の１１第１項に規定する施業実

施協定を締結した上で自ら実施する森林の管理及び整備

ｃ 省略

� 省略

� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ケ 省略

�～� 省略

（補助対象事業の規模）

第５条 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 森林環境保全直接支援事業 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める規模

ア 間伐及び更新伐を実施する場合

次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める規模

�～� 省略

イ・ウ 省略

�～� 省略

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする事業主体は、事業完了後造

林事業補助金交付申請書（様式第１号）に知事が必要と認める書

類を添えて知事に提出しなければならない。

２・３ 省略

（補助金の交付決定等）

第７条 知事は、前条の規定による補助金の交付申請を受理したと

きは、その内容を審査し、必要に応じて実地検査を行つた上 、

補助金の交付決定を行うものとする。

（補助金の請求）

令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる者を

いう。以下同じ。）が森林所有者から受託して森林経営

計画を作成し、又は特定非営利活動法人等が森林所有者

等（森林法第１０条の７に規定する森林所有者等をいう。

以下同じ。）と同法第１０条の１１第２項に規定する施業実

施協定を締結した上で自ら実施する森林の管理及び整備

ｃ 省略

� 省略

� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ケ 省略

コ 要間伐森林（森林経営管理法附則第４条の規定による改正

前の森林法（以下「旧森林法」という。）第１０条の１０第２項

に規定する要間伐森林をいう。以下同じ。）に係る森林経営

管理法附則第５条の規定によりなおその効力を有するものと

される旧森林法（以下「なお効力を有する旧森林法」とい

う。）第１０条の１１の２第１項第２号の契約の締結に関しなお

効力を有する旧森林法第１０条の１１の４第１項（なお効力を有

する旧森林法第１０条の１１の６第２項において読み替えて準用

する場合を含む。）の知事の裁定を受けた者（以下「施業代

行者」という。）

�～� 省略

（補助対象事業の規模）

第５条 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 森林環境保全直接支援事業 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める規模

ア 間伐及び更新伐を実施する場合（要間伐森林において施業

代行者が実施する場合を除く。） 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める規模

�～� 省略

イ・ウ 省略

�～� 省略

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする事業主体は、事業完了後造

林事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる 書

類を添えて知事に提出しなければならない。

� 施業図（様式第２号）

� 位置図（施行地の位置を示した縮尺５万分の１の地形図又は

これに準ずるものに限る。）

� 事業主体から委任を受けて行う補助金の交付申請にあつて

は、委任状及び精算依頼書（様式第３号）又は委任状（様式第

４号）

� その他知事が必要と認める書類

２・３ 省略

（補助金の交付決定等）

第７条 知事は、前条の規定による補助金の交付申請を受理したと

きは、その内容を審査し、 実地検査を行つたうえ、

補助金の交付決定を行うものとする。

（補助金の請求）

愛 媛 県 報令和３年３月５日 第１８６号
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第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けたものは、補助

金を請求しようとするときは、造林事業補助金請求書（様式第２

号）を知事に提出しなければならない。

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第３号）によりその旨を届け出なければならない。

�・� 省略

４～６ 省略

別表第１（第３条、別表第２、別表第４関係）

森林環境保全直接支援事業

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けたものは、補助

金を請求しようとするときは、造林事業補助金請求書（様式第５

号）を知事に提出しなければならない。

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第６号）によりその旨を届け出なければならない。

�・� 省略

４～６ 省略

別表第１（第３条、別表第２、別表第４関係）

森林環境保全直接支援事業

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 下刈り 植栽により更新したⅡ齢級以下の林分

（

複層林にあつては、下層木がⅤ

齢級以下のものに限る。）又はその他

の方法により更新したⅧ齢級以下の林

分（複層林にあつては、下層木がⅧ齢

級以下のものに限る。）において行う

雑草木の除去及びこれに併せて行う施

肥に要する経費

省略 ３ 下刈り 植栽により更新したⅡ齢級以下の林分

（コンテナ苗を植栽した場合にあつて

はⅠ齢級以下（植栽木の健全な成長を

促すため必要があるときは、Ⅱ齢級以

下）、複層林にあつては下層木 がⅤ

齢級以下のものに限る。）又はその他

の方法により更新したⅧ齢級以下の林

分（複層林にあつては、下層木がⅧ齢

級以下のものに限る。）において行う

雑草木の除去及びこれに併せて行う施

肥に要する経費

省略

４～７ 省略 ４～７ 省略

８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅦ齢級以

下（天然林又は新型コロナウイルス感

染症による経済活動の急速な縮小に伴

う地域の木材需要の急変により、林業

事業体の雇用の維持及び事業の継続の

観点から緊急に必要と認められる場合

にあつては、ⅩⅡ齢級以下）の林分又

は伐採しようとする不良木の胸高直径

の平均が１８センチメートル未満の林分

に お い て 行 う 不 用 木（侵 入 竹 を 含
とう

む。）の除去及び不良木の淘汰に要す

る経費

省略 ８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅦ齢級以

下（天然林

にあつては、ⅩⅡ齢級以下）の林分又

は伐採しようとする不良木の胸高直径

の平均が１８センチメートル未満の林分

に お い て 行 う 不 用 木（侵 入 竹 を 含
とう

む。）の除去及び不良木の淘汰に要す

る経費

省略

９ 省略 ９ 省略

１０ 更新伐 育成複層林の造成及び育成

若しくは人工林の広

葉樹林化の促進又は天然林の質的かつ

構造的な改善のための適正な更新を目

的として、ⅩⅧ齢級以下又は標準伐期

齢に２を乗じて得た林齢以下の林分

（長期育成循環施業の一環として実施

する場合にあつては、Ⅹ齢級以上の林

分）において行う不用木（侵入竹を含
とう

む。）の除去、不良木の淘汰及び支障

省略 １０ 更新伐 育成複層林の造成及び育成（長期育成

循環施業の対象森林における適正な密

度管理を含む。）若しくは人工林の広

葉樹林化の促進又は天然林の質的かつ

構造的な改善のための適正な更新を目

的として、ⅩⅧ齢級以下又は標準伐期

齢に２を乗じて得た林齢以下の林分

（長期育成循環施業の一環として実施

する場合にあつては、Ⅹ齢級以上の林

分）において行う不用木（侵入竹を含
とう

む。）の除去、不良木の淘汰及び支障

省略
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木、あばれ木等の伐倒並びにこれらの

搬出集積及び巻枯らし（標準伐期齢に

２を乗じて得た林齢以下の林分におい

て行うものにあつては、森林経営計画

に基づいて行うものに限る。）に要す

る経費

木、あばれ木等の伐倒並びにこれらの

搬出集積及び巻枯らし（標準伐期齢に

２を乗じて得た林齢以下の林分におい

て行うものにあつては、森林経営計画

に基づいて行うものに限る。）に要す

る経費

１１・１２ 省略 １１・１２ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に原則として２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に ２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

別表第２（第３条関係）

特定森林再生事業

１ 森林緊急造成

別表第２（第３条関係）

特定森林再生事業

１ 森林緊急造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～８ 省略 １～８ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に原則として２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に ２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

２ 被害森林整備 ２ 被害森林整備

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅩⅡ齢級

以下

の林分又は伐採しようとする不良

木の胸高直径の平均が１８センチメート

ル未満の林分において行う不用木（侵
とう

入竹を含む。）の除去及び不良木の淘

汰並びにこれらの搬出集積（被害木の
とう

除去、淘汰及び搬出集積を含む。）に

要する経費

省略 ８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅦ齢級以

下（天然林にあつては、ⅩⅡ齢級以

下）の林分又は伐採しようとする不良

木の胸高直径の平均が１８センチメート

ル未満の林分において行う不用木（侵
とう

入竹を含む。）の除去及び不良木の淘

汰並びにこれらの搬出集積（被害木の
とう

除去、淘汰及び搬出集積を含む。）に

要する経費

省略

９～１１ 省略 ９～１１ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に原則として２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に ２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

３ 重要インフラ施設周辺森林整備 ３ 重要インフラ施設周辺森林整備
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区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～１１ 省略 １～１１ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に原則として２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に ２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

４ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

４ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～６ 省略 １～６ 省略

７ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅩⅡ齢級

以下の林分又は伐採しようとする不良

木の胸高直径の平均が１８センチメート

ル未満の林分において行う不用木（侵
とう

入竹を含む。）の除去及び不良木の淘

汰に要する経費

省略 ７ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 省略

８～１０ 省略 ８～１０ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に原則として２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に ２年（当該森

林作業道整備と一体的に実施することとされている施業

が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づくもので

ある場合にあつては、これらの計画の期間内）先行して

実施することができる。

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅦ齢級以

下（天然林にあつては、ⅩⅡ齢級以

下）の林分又は伐採しようとする不良

木の胸高直径の平均が１８センチメート

ル未満の林分において行う不用木（侵
とう

入竹を含む。）の除去及び不良木の淘

汰に要する経費

省略 ８ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 省略

９～１２ 省略 ９～１２ 省略

備考 省略 備考 省略

� 省略

様式第１号（第６条、様式第３号関係）

省略

� 省略

様式第１号（第６条、様式第６号関係）

省略

省略 省略
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�愛媛県告示第２２９号
津波防災地域づくりに関する法律（平成２３年法律第１２３号）第５３

条第１項の規定に基づき、次のとおり津波災害警戒区域を指定する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 津波災害警戒区域

大洲市、及び上島町の区域（次の図に示す部分に限る。）

２ 基準水位

次の図のとおり

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部土木管理局土木管

理課技術企画室、今治土木事務所、大洲土木事務所、並びに大洲市、

上島町に備えて一般の縦覧に供する。）

様式第２号から様式第４号までを削る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

注１ 省略

２ 知事が必要と認める書類を添付すること。

別紙

省略

注１ 省略

２ 次の 書類を添付すること。

� 施業図（様式第２号）

� 位置図（施行地の位置を示した縮尺５万分の１の地形

図又はこれに準ずるものに限る。）

� 事業主体から委任を受けて行う補助金の交付申請にあ

つては、委任状及び精算依頼書（様式第３号）又は委任

状（様式第４号）

� その他知事が必要と認める書類

別紙

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 施行地の所在欄及び森林所有者欄には、原則として林地

台帳、森林経営計画、不動産登記簿等に記載されている地

番及び森林所有者名を記載すること。

３ 申請区分欄には、事業主体 自らが申請するものにあつ

ては 「単独」と

、事業主体か

ら補助金の申請事務の委任を受けた代理人が申請するもの

にあつては「代理」と記載すること。

４～１０ 省略

１１ 事前計画提出日欄には、森林環境保全直接支援事業の人

工造林、間伐、更新伐及び森林作業道整備並びに花粉発生

源対策促進事業に係る申請の場合は、当該事前計画を知事

に提出した年月日を記載すること。

１２ 省略

注１ 省略

２ 施行地の所在欄及び森林所有者欄には、森林施業計画、

登記事項証明書等 に記載されている地

番及び森林所有者名を記載すること。

３ 申請区分欄には、森林所有者自らが申請するものにはあ

つては「単独」と、森林所有者から施業の委託を受けた事

業主体が申請するものにあつては「受託」と、事業主体か

ら補助金の申請事務の委任を受けた代理人が申請するもの

にあつては「代理」と記載すること。

４～１０ 省略

１１ 事前計画提出日欄には、森林環境保全直接支援事業の

間伐、更新伐及び森林作業道整備

に係る申請の場合は、当該事前計画を知事

に提出した年月日を記載すること。

１２ 省略

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第８条関係） 省略

様式第３号（第９条関係） 造林補助事業施行地の転用等届出書

様式第５号（第８条関係） 省略

様式第６号（第９条関係） 造林補助事業施行地の転用等届出書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

� 省略

� 造林補助事業施行地に係る造林事業補助金交付申請書

（様式第１号）

の

写し

� その他知事が必要と認める書類

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

� 省略

� 造林補助事業施行地に係る造林事業補助金交付申請書

（様式第１号）、施業図（様式第２号）及び委任状及び

精算依頼書（様式第３号）又は委任状（様式第４号）の

写し
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�愛媛県告示第２３０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量が終

了した旨の通知があった。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（既成図数値化）

２ 作業期間 令和２年１０月２１日から

令和３年２月１９日まで

３ 作業地域 松山市域

�������
�愛媛県告示第２３１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画道路事業３・２・６０号松山駅北東西線及び３・

３・１０号松山駅前衣山線（松山市施行）の事業計画の変更を次のよ

うに認可した。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

平成２８年１１月２９日から

令和５年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第２３３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和３年３月５日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

Ｒ－７０２

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

�愛媛県告示第２３２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

鬼北
第２
号

北宇和郡鬼北町大字奈良５０２番地 兵頭 敬志 北宇和郡鬼北町大字奈良５０２番地 令和３年２月２６日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第４６号 イ 水洗施設

特 定 施 設 の 能 力 分離液量１日当たり３．５立方メートル処
理

設 置 年 月 日 平成３０年８月２２日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間

８時間
（ＬＣ７－０７ Ｂ ｐａｒｔ製造時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要

あ り
（ＬＣ７－０７ Ｂ ｐａｒｔ製造時のみ
排出）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～９

最大 ７～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，３００

最大 ３，４５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５５０

最大 ８２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．６

最大 ３．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．５

最大 ５．３

※汚水等は、シアン排水処理設備、酸素ばっ気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）
で処理する。

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

愛 媛 県 報令和３年３月５日 第１８６号
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� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

� シアン排水処理設備（北特排）

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５２１．１

最大 １，２４２．１

通常 １０７．５

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９３．１

最大 ８６２．１

通常 ２４．２

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５４８．２

最大 ７１７．６

通常 ２２２．０

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５．９

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，７４３

最大 ２１，４３９

通常 １７，７４３

最大 ２１，４３９

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．０～１２．０

最大 ８．０～１２．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６７６．６

最大 １，１６２．６

通常 １３５．０

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６１．０

最大 ８８１．５

通常 １９．１

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８４４．４

最大 １，５００．２

通常 １６９．１

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．３

最大 ３１．９

通常 ２．３

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿及び酸素ばっ気式活性汚
泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

設 置 年 月 日 昭和６０年３月３０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 晒液酸化分解処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ４メートル 横 ４メートル
高さ ４メートル×４槽

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，４００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 晒液酸化分解処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．５～１０．５

最大 ９．０～１２．０

通常 ９．５～１０．５

最大 ９．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，３４４．７

最大 １，８６７．０

通常 １，３３６．８

最大 １，８５９．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５．０

最大 ７７．０

通常 ４５．０

最大 ７７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５３１．０

最大 ６３６．０

通常 ５２９．０

最大 ６３３．０

愛 媛 県 報令和３年３月５日 第１８６号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

� 東総合排水口

�愛媛県告示第２３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和３年３月５日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 １１７．０

最大 １８０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，８５６

最大 ２，３６９

通常 １，８６７

最大 ２，３８０

備考 汚水等は、ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設で処理する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．７

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７．６

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 ３．０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５５，２００

最大 ３３９，３００

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線

新居浜市別子山字弟地乙５３３番２地先から

同市別子山字筏津乙５００番１地先まで
旧 ３．４～１８．２ ０．３７３

新居浜市別子山字弟地乙５３３番２から

同市別子山字筏津乙５００番１まで
新 ７．６～５５．０ ０．３７３

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第４２号

令和３年２月２５日
伊予市市場字神ノ門甲１３番１、甲１４番１

伊予市中山町中山子４４８番地１

井 上 治 憲
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公 告

�愛媛県告示第２３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西予市明浜町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和３年３月５日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

就 任

退 任

�公 告

二級建築士試験及び木造建築士試験の施行について

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１３条の規定により、令和３

年二級建築士試験及び木造建築士試験を次のとおり施行する。

なお、試験の実施に関する事務は、公益財団法人建築技術教育普

及センターに行わせる。

令和３年３月５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の施行日時

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

令和３年７月４日（日）午前１０時１０分から

午後５時２０分まで

イ 建築設計製図の試験

令和３年９月１２日（日）午前１１時から午後４時まで

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

令和３年７月１１日（日）午前１０時１０分から

午後５時２０分まで

イ 建築設計製図の試験

令和３年１０月１０日（日）午前１１時から午後４時まで

２ 試験の場所

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

３ 受験申込手続

令和３年４月１日（木）午前１０時から１５日（木）午後４時まで

の間に、公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ

（https://www.jaeic.or.jp/）において、必要な事項を入力して申

し込むこと。ただし、インターネットによる受験申込みを行うこ

とができない場合は、同月７日（水）までに同センター本部に申

し出ること。

４ 建築設計製図の課題

令和３年６月９日（水）（予定）から公益財団法人建築技術教

育普及センターのホームページ（https://www.jaeic.or.jp/）にお

いて公表する。

５ 学科の試験の合格通知

� 二級建築士試験

令和３年８月２４日（火）（予定）付けで通知する。

� 木造建築士試験

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 川 上 吉 嗣 西予市明浜町高山甲１３８０番地

〃 篠 川 � 詩 西予市明浜町俵津２番耕地８５８番地第
８

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 中 村 重 男 西予市明浜町俵津３番耕地１４６番地第
１４

〃 宇都宮 凡 平 西予市明浜町俵津５番耕地６３番地第１

〃 前 田 金 治 西予市明浜町渡江１８６番地

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 兵 頭 岩 雄 西予市明浜町狩浜２番耕地２５番地

〃 森 川 嘉 則 西予市明浜町狩浜３番耕地２１７番地第
１

〃 中 田 信 茂 西予市明浜町高山甲１４３１番地

〃 � 田 増 人 西予市明浜町高山甲１３２２番地

〃 遠 藤 昭 作 西予市明浜町宮野浦甲１０８４番地

〃 土 居 賢 一 西予市明浜町宮野浦甲１０３９番地

〃 土 居 與 次 西予市明浜町田之浜甲８３４番地

〃 二 宮 金 治 西予市明浜町田之浜甲７６８番地第１

〃 平 田 與 輝 西予市明浜町宮野浦甲１０８６番地第２

監 事 道 山 升 文 西予市明浜町高山甲３２７１番地第２

〃 稲 葉 一 也 西予市明浜町狩浜２番耕地１９６０番地

〃 中 村 � 西予市明浜町俵津１番耕地５１１番地第
１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 川 上 吉 嗣 西予市明浜町高山甲１３８０番地

〃 篠 川 � 詩 西予市明浜町俵津２番耕地８５８番地第
８

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 中 村 重 男 西予市明浜町俵津３番耕地１４６番地第
１４

〃 宇都宮 凡 平 西予市明浜町俵津５番耕地６３番地第１

〃 前 田 金 治 西予市明浜町渡江１８６番地

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 大 河 又 夫 西予市明浜町狩浜２番耕地２０９番地

〃 大 津 敬 雄 西予市明浜町狩浜３番耕地２２７番地第
１

〃 中 田 信 茂 西予市明浜町高山甲１４３１番地

〃 道 山 升 文 西予市明浜町高山甲３２７１番地第２

〃 遠 藤 昭 作 西予市明浜町宮野浦甲１０８４番地

〃 土 居 賢 一 西予市明浜町宮野浦甲１０３９番地

〃 上 田 甚 正 西予市明浜町田之浜甲８４９番地

〃 二 宮 金 治 西予市明浜町田之浜甲７６８番地第１

〃 山 下 玉 西予市明浜町高山甲９７９番地

監 事 坂 本 甚 松 西予市明浜町俵津１番耕地４４８番地

〃 稲 葉 一 也 西予市明浜町狩浜２番耕地１９６０番地

〃 宇都宮 松 夫 西予市明浜町高山甲１４４８番地
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人事委員会公告

令和３年９月７日（火）（予定）付けで通知する。

６ 合格発表

令和３年１２月２日（木）（予定）付けの愛媛県報で公告する。

�愛媛県人事委員会公告第２号
令和３年度愛媛県警察官（大学卒）採用候補者試験公告

令和３年３月５日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（大学卒）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験（男性（大学卒）の試験区分に限る。）を受けることにより、警視庁（東京都）又は兵庫県の警察官になるみちがありま

す。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試 験 区 分 採用都県 採用予定人員 職 務 内 容

愛 媛 県 ４６人程度 個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予

防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその

他公安の維持に従事します。

男 性 大 学 卒 警 視 庁 ３人程度

兵 庫 県 ３人程度

女 性 大 学 卒 愛 媛 県 ８人程度

男性（大学卒）の試験区分を申し込む場合は、第２志望まで選択することができますが、第１志望は必ず愛媛県としてください。愛媛

県の第１次試験に合格した場合、第２志望はなかったものとみなします。

なお、申込後の志望都県の変更はできません。

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 昭和６２年４月２日から平成１６年４月１日までに生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を令和４年３月末日までに

卒業する見込みの者

ただし、警視庁を第２志望とする場合の受験資格（生年月日）は「昭和６２年４月２日から平成１２年４月１日まで」です。これに該当

しない場合は、警視庁を第２志望とすることはできません。また、大学等に相当するものについては、他の都県によっては愛媛県と異

なる場合がありますので、志望する都県に直接問い合わせてください。

※ 本試験と令和３年度愛媛県警察官（高校卒程度）採用候補者試験との併願はできません。

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います（択一式５０題、解答時間２時間３０分）。

体 力 試 験
（愛媛県のみ） ２０点

職務遂行に必要な体力について、試験を行います。

種 目
基 準

男性 女性

反復横とび ５０回以上／２０秒間 ４０回以上／２０秒間

握力 ４５㎏以上（左右の平均） ２５㎏以上（左右の平均）

上体起こし ２５回以上／３０秒間 １５回以上／３０秒間

腕立て伏せ ３０回以上 １５回以上

２０ｍシャトルラン ６５回以上 ３５回以上

※基準に達しない種目が４種目以上ある場合は、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

第
１
次

柔道、剣道又はその他スポーツの資格等について、基準を満たしている場合は加点します（詳細は、別表「スポーツ加
点の申請について」を参照）。
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試
験

スポーツ加点
（愛媛県のみ） ５点

項 目 基 準

柔 道 ２段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 ２段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

スポーツ歴
全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以降の大会で地区予選を経たものに限る。）への選手
としての出場経験
※国民体育大会、全国高等学校総合体育大会等

身 体 検 査 －

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 裸眼又は矯正視力が両眼で０．７以上でかつ一眼でそれぞれ０．３以上であること。

聴 力 完全であること。

そ の 他 職務遂行に支障のない身体的状態であること。

※基準に達しない項目がある場合は、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います（課題１題、解答時間１時間）。

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －

職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○職務遂行に支障がないこと。
※検査の結果によっては、再検査を行った上で判定します。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第１次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に

達しない種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に達しな

い種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲

載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験の１日目は、体力試験及び身体検査に適した服装で来てください。

※ 教養試験以外の試験方法や基準等は愛媛県のものです。他の都県については、それぞれの都県に直接問い合わせてください。

４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試験・検査種目 試 験 会 場 合格発表

第 １ 次

試 験

令和３年５月８日（土）

午前８時３０分から午後５時３０分まで

のうち人事委員会が指定する時間

（遅刻した場合は受験できません。）

体 力 試 験

身 体 検 査

松山工業高等学校

（松山市真砂町１番地）

５月下旬

第１次試験当日にお知らせし

ます。令和３年５月９日（日）

午前９時から正午まで
�
�
�
�

受付時間：午前８時から午前８時４５分 �
�
�
	遅刻した場合は受験できません。

教 養 試 験

第 ２ 次

試 験

６月上旬～中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
７月上旬

体力試験及び身体検査の受付時間は、受験票に記載します（「６ 受験票の交付」参照）。

愛媛県の合格発表は、合格者の受験番号をホームページに掲載します。

※ 愛媛県以外の都県については、それぞれの都県に直接問い合わせてください。

５ 受験申込み


 受験の申込みは、ホームページから「愛媛県採用試験受験等申込システム」（以下「システム」という。）にアクセスし、画面の指

示に従って全ての必要項目を入力の上、受付期間中に送信してください。

なお、受付期間は次のとおりです。
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令和３年４月２日（金）午前８時３０分から４月１９日（月）午後５時１５分まで

※ 原則、郵送や持参による申込みを受け付けることはできませんが、インターネットにより申し込むことができない特段の事情が

ある場合は、４月１２日（月）までに愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっています。まず、事前登録を行いＩＤ番号とパスワードを取得した後、受

付期間中にシステムのマイページにログインして本申込みを行ってください（ＩＤ番号とパスワードは受験票の印刷等、以後の手続き

に必要ですので、必ず控えておいてください。）。

� 本申込みの受付が完了したら、登録されたメールアドレス宛に「申込み完了のお知らせ」の電子メールを自動送信します。この電子

メールが届かない場合は、必ず受付期間中に愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込方法等に関する問合せは、受付期間中の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日を除

く。）受け付けます（必ず電話で愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。）。

� 受付期間内に申込みが完了しなかった場合は、受験できません（受付期間中は、２４時間申込みを受け付けますが、保守点検作業等の

ためシステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれがあるので、余裕を持って申込みを行っ

てください。）。

なお、使用される機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負いません。

６ 受験票の交付

� 受験申込受付締切後に登録されたメールアドレス宛に「受験票交付のお知らせ」の電子メールを送信します。４月３０日（金）までに

電子メールが届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 「受験票交付のお知らせ」の電子メールが届いたら、システムのマイページにログインし、受験票をダウンロードして印刷してくだ

さい。

� 印刷した受験票は、体力試験及び身体検査の受付時間など記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入の上、申込者本人が

署名して第１次試験受験の際に必ず持参してください。

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿（以下「名簿」という。）に記

載されます。

この名簿は、原則として、令和４年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）

から１年間です。

なお、令和３年９月末日までに大学等を卒業した者又は卒業する見込みの者については、欠員の状況に応じて、本人の意向を確認し

た上で、令和３年１０月１日に採用される場合があります。

� 採用は、名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、名簿に記載された者が全

て採用されるとは限りません。

また、名簿に記載されても、令和４年３月末日までに大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

※ 愛媛県以外の都県については、それぞれの都県に直接問い合わせてください。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２３号給（現行給

料月額２１３，１６０円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

※ 愛媛県以外の都県については、それぞれの都県に直接問い合わせてください。

９ 試験結果の開示

この試験の結果については、郵送による開示請求を受け付けます。

開示を請求する場合は、試験成績開示請求書に必要事項を記入の上、受験票と返信用封筒（定型、縦１４㎝～２３．５㎝×横９㎝～１２㎝）を

同封して、愛媛県人事委員会事務局宛に郵送してください。

※ 返信用封筒には必ず宛先を明記し、返信用切手４０４円（簡易書留相当分）を貼ってください。

※ 試験成績開示請求書及び受験票は、システムのマイページにログインし、ダウンロードして印刷したものを同封してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 請 求 受 付 期 間 開 示 方 法

第 １ 次 試 験

不 合 格 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準

に達しない試験・検査種目がある場合は、順位に代えて当該試験・検査

種目名）

第 １ 次 試 験

合 格 発 表 の 日

か ら １ 月 間
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年３月５日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

一般撮影システムの購入

� 購入物品名及び数量

一般撮影システム １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和３年７月２１日（水）

� 納入場所

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

第 ２ 次 試 験

受 験 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試

験種目別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試験・

検査種目がある場合は、順位に代えて当該試験・検査種目名）

第 ２ 次 試 験

合 格 発 表 の 日

か ら １ 月 間

郵送により開示を請求

※ 新型コロナウイルス感染症等拡大防止の観点から、郵送による開示請求としていますが、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛

県条例第４１号）第２９条第１項の規定に基づき、口頭により開示を請求することもできます。

※ 愛媛県以外の都県の試験結果の開示については、それぞれの都県に直接問い合わせてください。

１０ 問合せ先等

スポーツ加点申請書

提 出 先

開 示 請 求 先

問 合 せ 先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話 ０８９－９１２－２８２６ 試験当日緊急連絡先 ０８０－７０３９－１１８９ ※試験当日のみ通話可能

問 合 せ 先

開 示 請 求 先

（※任命権者選考のみ）

愛媛県警察本部 警務課 採用係

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２２・２６２３・２６２４・２６２５ フリーダイヤル ０１２０－２０４－７２４

愛 媛 県 以 外 の
都 県 に 関 す る
問 合 せ 先

警視庁採用センター 電話 ０１２０－３１４－３７２

兵庫県警察官採用センター 電話 ０１２０－１４５－３１４

１１ その他

台風などの自然災害等により、やむを得ず試験の日程・開始時刻を変更することがあります。変更がある場合は、システム及び受験申

込受付締切時に登録されたアドレス宛のメールにてお知らせします。

別表 スポーツ加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 ○講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時にスポーツ加点を申請する旨を入力した上で、「スポーツ加点申請書」

及び「証明書類」を、簡易書留郵便による郵送又は持参により愛媛県人事委員会事務

局へ提出してください（提出期限：令和３年４月１９日（月）午後５時１５分（必着））。

スポーツ歴の全国大会参加の証明書類として、「出身校による全国大会参加証明書

（原本）」以外の書類を提出された場合、又は提出書類に不備があった場合は、原本

確認又は追加書類の提出を求めることがあります（この場合、第１次試験（１日目）

当日の受付終了時までに証明書類の原本又は追加書類を提出してください。）。

なお、次のいずれかに該当する場合は、加点しません。

� 記入漏れや不備等がある場合

� 加点基準を満たさない場合（基準を満たす事実が確認できない場合を含む。）

� 受験申込み時に、スポーツ加点を申請する旨の入力がない場合（申込み完了後

の申込内容の変更はできませんので注意してください。）

� 期限までに「スポーツ加点申請書」及び「証明書類」の提出がない場合（申請

書と証明書類両方の提出が必要です。また、証明書類の原本確認又は追加書類の

提出に応じられない場合も加点しません。）

剣 道
○全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書

類の写し

スポーツ歴

○出身校による全国大会参加証明書（原本）

又は

○次の�、�の両方が証明できる書類の写し
� 地区予選を経た全国大会であること

� 全国大会に選手として出場したこと

※ �は氏名、大会名及び開催年月が明記さ
れたものであること

※ 「選手として」とは、選手登録されたこ

とを要件とする（監督、コーチ、マネージ

ャー等は除く。）

※ スポーツ加点申請書の様式は、ホームページからダウンロードしてください。
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正 誤

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和３年４月１３日（火）午前９時から同月１５日（木）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（http://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年４月１５日（木）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和３年３月３１日（水）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

General photography system，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１５ April２０２１

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�正 誤

令和３年２月２４日付け第１８３号外１中
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